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△ 住宅取得資金の贈与

Q ●
● 私は、 この度結婚することになり、自

宅を新築しますが、親から資金援助を受ける

つもりでいます。

ところで、住宅を取得するための資金の贈

与を受けた場合には、贈与税の特例があると

聞きましたが、どのような制度でしょうか。

A:贈与税の負担を軽減する制度です。

【解説】

個人から年間60万円を超える財産をもら

えば、たとえ親からの贈与であっても贈与税

がかかるのが原則ですが、住宅取得資金の贈

与の場合には特例があります。

この特例は、父母又は祖父母から贈与を受

けた住宅取得資金のうち1500万円までの

部分について贈与税の負担の軽減を図るため

に設けられた措置で、贈与を受けた財産の価

額を5分のlして税額を計算し、更にその税

額を5倍して納税額を算出する方法（5分5

乗方式）を用いて贈与税額を計算するという

制度です。

いいかえれば、この計算方式は、1500

万円までの金額を5年間に分けて贈与を受け

たものと仮定して税額を計算するものですか
つ

ら 、 贈与税の基礎控除額（60万円×5）を

先取りして適用することになり、300万円

までの住宅資金の贈与については、贈与税が

かからないことになります。

この特例を受けるためには、住宅取得資金

をもらう人のその年の所得金額が1200万

円以下であること、家屋の床面積が50㎡以

上であることなど一定の要件があります。
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